
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年８月25日

【会社名】 アンジェス株式会社

【英訳名】 AnGes, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　山田　英

【本店の所在の場所】 大阪府茨木市彩都あさぎ七丁目７番15号

彩都バイオインキュベータ

(同所は登記上の本店の所在地であり、実際の管理業務は「最寄り

の連絡場所」で行っております。)

【電話番号】 該当事項なし

【事務連絡者氏名】 財務部担当部長　　布施英一

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝四丁目13番３号ＰＭＯ田町Ⅱ９階

【電話番号】 03-5730-7871

【事務連絡者氏名】 財務部担当部長　　布施英一

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)、

新株予約権証券及び新株予約権付社債

【届出の対象とした募集金額】 (第47回新株予約権)  
その他の者に対する割当 18,315,751円

新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算した金額

 4,000,000,751円

(第48回新株予約権)  
その他の者に対する割当 4,589,264円

新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算した金額

 2,500,001,564円

(第２回無担保転換社債型新株予約権付社債)  
その他の者に対する割当 2,000,000,000円
 

(注)　新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額は、

全ての新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定し

て算出された金額です。行使価額が修正又は調整された場

合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使

に際して出資される財産の価額の合計額を合算した金額は

増加又は減少します。また、新株予約権の権利行使期間内

に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を

消却した場合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を合算

した金額は減少します。
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【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 アンジェス株式会社　東京支社

(東京都港区芝四丁目13番３号ＰＭＯ田町Ⅱ９階)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

当社は、2026年８月14日に提出した有価証券届出書について、記載事項の一部に誤記がありましたので、記載事項

の誤記を訂正するため、有価証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。

 
２ 【訂正事項】

第一部　証券情報

　第１　募集要項

　　　１　新規発行新株予約権証券(第47回新株予約権証券)

　　　　(2) 新株予約権の内容等

　　　２　新規発行新株予約権証券(第48回新株予約権証券)

　　　　(2) 新株予約権の内容等

　　　３　新規発行新株予約権付社債(第２回無担保転換社債型新株予約権付社債)

　　　　(新株予約権付社債に関する事項)

　　　５　新規発行による手取金の使途

　　　　(2) 手取金の使途

　第３　第三者割当の場合の特記事項

　　　３　発行条件に関する事項

　　　　(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容

　　　　　　③　本新株予約権付社債

　　　６　大規模な第三者割当の必要性

　　　　(3) 大規模な第三者割当を行うことについての判断の過程

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　　罫で示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券(第47回新株予約権証券)】

(2) 【新株予約権の内容等】

(前略)

新株予約権の行使時の払込金額

１　第47回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

(1) 各第47回新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、そ

の価額は、第47回新株予約権１個につき、行使価額(本項第(2)号に

定義する。但し、本欄第２項又は第３項によって修正又は調整され

た場合は、修正後又は調整後の行使価額とする。)に交付株式数を乗

じた額とする。

(2) 第47回新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当た

りの金銭の額(以下「行使価額」という。)は、当初50.0円とする。

２　行使価額の修正

行使価額は、第47回新株予約権修正日価額が、当該第47回新株予約権

修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合

には、行使価額は、当該第47回新株予約権修正日以降、第47回新株予

約権修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金

額が下限行使価額を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額

とする。なお、下限行使価額は、本欄第３項の規定を準用して調整さ

れる。

３　行使価額の調整

(1) 当社は、第47回新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由に

より当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる

可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等による行使

価額調整式」という。)により行使価額を調整する。

     
既発行普通

株式数

 
＋

発行又は

処分株式数
×
１株当たりの発

行又は処分価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

(2) 新株発行等による行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合

及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定めるとこ

ろによる。但し、当社又は当社の子会社の取締役その他の役員又は

使用人に、インセンティブとして、新株予約権、株式又はその他の

証券若しくは権利を割り当てる場合を除く。

①　時価(本項第(4)号②に定義される。)を下回る払込金額をもって当

社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を

処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、新株予約権

(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を

請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及

び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普通株式を

交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)

の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合にはその日の翌日以

降これを適用する。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを

適用する。
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③　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取

得請求権付株式又は時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又

は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして新

株発行等による行使価額調整式を適用して算出するものとし、払

込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新

株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以降又は(無償割当ての

場合は)効力発生日の翌日以降これを適用する。

但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合には、その日の翌日以降これを適用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに時価を下回

る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の

発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった

日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対して

は、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 
株式数

 
＝

(
調整前

行使価額
－
調整後

行使価額
)×
調整前行使価額により当該期

間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金

による調整は行わない。

(3) ①　当社は、本新株予約権の発行後、下記②に定める特別配当の支

払いを実施する場合には、次に定める算式(以下「特別配当によ

る行使価額調整式」といい、新株発行等による行使価額調整式

と併せて「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調整

する。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×
時価－１株当たりの特別配当

時価
 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に

係る当該事業年度の最終の基準日における本新株予約権１個当

たりの目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特

別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

②　「特別配当」とは、2031年８月31日までの間に終了する各事業

年度内に到来する配当に係る各基準日につき、当社普通株式１

株当たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規

定により支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とする

剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額と

する。)の額に当該基準日時点における本新株予約権１個当たり

の目的である株式の数を乗じて得た金額の当該事業年度におけ

る累計額をいう。

③　特別配当による行使価額の調整は、各事業年度の配当に係る最

終の基準日に係る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の

配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用す

る。

(4) その他

①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を切り捨てる。
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②　行使価額調整式で使用する時価は、新株発行等による行使価額調

整式の場合には調整後行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号

⑤の場合は基準日)又は特別配当による行使価額調整式の場合には

当該事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日(以下に

定義する。)目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当

社普通株式終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この

場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第

２位を切り捨てる。

③　新株発行等による行使価額調整式で使用する既発行普通株式数

は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合

はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を

適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数

とし、当該行使価額の調整前に本項第(2)号に基づき交付されたも

のとみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普

通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割が

行われる場合には、新株発行等による行使価額調整式で使用する

発行又は処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株

式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

④　行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との

差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行わないこ

ととする。但し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し

行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額

に代えて、調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用す

るものとする。

(5) 第47回新株予約権の発行後、本項第(6)号に掲げる各事由により当社

の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場

合で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保有する当社普通株式

の処分における払込金額(本項第(6)号②の場合は、取得請求権付株

式に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発行条件に従い行使す

る場合の当社普通株式１株当たりの対価、本項第(6)号③の場合は、

取得条項付株式又は取得条項付新株予約権を取得した場合の当社普

通株式１株当たりの対価(総称して、以下「取得価額等」という。)

をいう。)が、本項第(6)号において調整後行使価額の適用開始日と

して定める日において有効な行使価額を下回る場合には、行使価額

は当該払込金額又は取得価額等と同額(但し、調整後行使価額が当該

日において有効な下限行使価額を下回ることとなる場合には、当該

下限行使価額とする。)に調整される。但し、当社又は当社の子会社

の取締役その他の役員又は従業員に対してインセンティブとして、

新株予約権、株式又はその他の証券若しくは権利を割り当てる場合

には適用されないものとする。

(6) 本項第(5)号により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

①　当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式

を処分する場合(但し、無償割当て又は株式の分割による場合、新

株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取

得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式

の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する

場合、及び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普

通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とする。)の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分

につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。
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②　当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付され

たものを含む。)を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以

降又は(無償割当ての場合は)効力発生日の翌日以降これを適用す

る。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合には、その日の翌日以降これを適用する。

③　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに当社普通株

式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

④　本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の

発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、本号①及び②にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった

日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対して

は、本項第(2)号⑤に定める算出方法により、当社普通株式を追加

的に交付する。

(7) 本項第(1)号、第(3)号及び第(5)号のうち複数の規定に該当する場

合、調整後行使価額がより低い金額となる規定を適用して行使価額

を調整する。

(8) 本項第(2)号、第(3)号及び第(6)号の行使価額の調整を必要とする場

合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、合併、会社分割、株式交換又は株式交付のために行

使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる

事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。

③　当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割

当てのために行使価額の調整を必要とするとき。

④　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事

由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につ

き、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(9) 前項第(3)号により行使価額の修正を行う場合、又は本項第(1)号乃

至第(8)号により行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調整さ

れるときを含む。)は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、修正前又は調整前の行使価額、修正後又は調整後の行使

価額及びその適用開始日その他必要な事項を本新株予約権者に通知

する。但し、適用開始日の前日までに上記の通知を行うことができ

ないときは、適用開始日以降速やかにこれを行う。
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(中略)

 

新株予約権の行使期間

第47回新株予約権者は、2026年９月１日から2031年８月31日(但し、別記

「新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄に従って当社が第47回新株

予約権の全部を取得する場合には、当社による取得の効力発生日の前銀行

営業日)までの間(以下「行使期間」という。)、いつでも、第47回新株予約

権を行使することができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日(振替機

関の休業日でない日をいう。以下同じ。)でない場合にはその前銀行営業日

を最終日とする。行使期間を経過した後は、第47回新株予約権は行使でき

ないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとす

る。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準

日をいう。)及びその前銀行営業日

(2) 振替機関が必要であると認めた日

(3) 組織再編行為をするために第47回新株予約権の行使の停止が必要で

あると当社が合理的に判断した場合は、それらの組織再編行為の効

力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定す

る期間中は、第47回新株予約権を行使することはできない。この場

合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ第47回新株予約権者

に通知する。
 

 

(中略)

 
(注) １．本資金調達により資金調達をしようとする理由

 
(中略)

 
(4) 本資金調達の特徴

 
(中略)

 
＜本第三者割当の留意事項＞

①　本新規発行証券の行使・転換により希薄化が生じる可能性

第47回新株予約権及び第48回新株予約権の対象株式数は、それぞれ発行当初から79,633,700株及び

57,365,800株で固定されており、最大増加株式数は固定されているものの、第47回新株予約権及び第48

回新株予約権が行使された場合には、発行済株式総数が増加するため既存株主の持分の希薄化が生じま

す。また、本新株予約権付社債の転換により当社普通株式が交付された場合も、既存株主の持分が希薄

化します。

 

(後略)
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２ 【新規発行新株予約権証券(第48回新株予約権証券)】

(2) 【新株予約権の内容等】

(前略)

新株予約権の行使時の払込金額

１　第48回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

(1) 各第48回新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、そ

の価額は、第48回新株予約権１個につき、行使価額(本項第(2)号に

定義する。)

(2) 第48回新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当た

りの金銭の額(以下「行使価額」という。)は、43.5円とする。

２　行使価額の調整

(1) 当社は、第48回新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由に

より当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる

可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等による行使

価額調整式」という。)により行使価額を調整する。

     
既発行普通

株式数

 
＋

発行又は

処分株式数
×
１株当たりの発

行又は処分価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

(2) 新株発行等による行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合

及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定めるとこ

ろによる。但し、当社又は当社の子会社の取締役その他の役員又は

使用人に、インセンティブとして、新株予約権、株式又はその他の

証券若しくは権利を割り当てる場合を除く。

①　時価(本項第(4)号②に定義される。)を下回る払込金額をもって当

社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を

処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、新株予約権

(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を

請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及

び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普通株式を

交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)

の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合にはその日の翌日以

降これを適用する。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを

適用する。

③　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取

得請求権付株式又は時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又

は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして新

株発行等による行使価額調整式を適用して算出するものとし、払

込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新

株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以降又は(無償割当ての

場合は)効力発生日の翌日以降これを適用する。

但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合には、その日の翌日以降これを適用する。
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④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに時価を下回

る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の

発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった

日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対して

は、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 
株式数

 
＝

(
調整前

行使価額
－
調整後

行使価額
)×
調整前行使価額により当該期

間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金

による調整は行わない。

(3) ①　当社は、本新株予約権の発行後、下記(ロ)に定める特別配当の

支払いを実施する場合には、次に定める算式(以下「特別配当に

よる行使価額調整式」といい、新株発行等による行使価額調整

式と併せて「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調

整する。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×
時価－１株当たりの特別配当

時価
 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に

係る当該事業年度の最終の基準日における本新株予約権１個当

たりの目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特

別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

②　「特別配当」とは、2031年８月31日までの間に終了する各事業

年度内に到来する配当に係る各基準日につき、当社普通株式１

株当たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規

定により支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とする

剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額と

する。)の額に当該基準日時点における本新株予約権１個当たり

の目的である株式の数を乗じて得た金額の当該事業年度におけ

る累計額をいう。

③　特別配当による行使価額の調整は、各事業年度の配当に係る最

終の基準日に係る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の

配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用す

る。

(4) その他

①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を切り捨てる。

②　行使価額調整式で使用する時価は、新株発行等による行使価額調

整式の場合には調整後行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号

⑤の場合は基準日)又は特別配当による行使価額調整式の場合には

当該事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日(以下に

定義する。)目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当

社普通株式終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この

場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第

２位を切り捨てる。
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③　新株発行等による行使価額調整式で使用する既発行普通株式数

は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合

はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を

適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数

とし、当該行使価額の調整前に本項第(2)号に基づき交付されたも

のとみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普

通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割が

行われる場合には、新株発行等による行使価額調整式で使用する

発行又は処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株

式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

④　行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との

差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は行わないこ

ととする。但し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し

行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額

に代えて、調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用す

るものとする。

(5) 第48回新株予約権の発行後、本項第(6)号に掲げる各事由により当社

の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場

合で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保有する当社普通株式

の処分における払込金額(本項第(6)号②の場合は、取得請求権付株

式に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発行条件に従い行使す

る場合の当社普通株式１株当たりの対価、本項第(6)号③の場合は、

取得条項付株式又は取得条項付新株予約権を取得した場合の当社普

通株式１株当たりの対価(総称して、以下「取得価額等」という。)

をいう。)が、本項第(6)号において調整後行使価額の適用開始日と

して定める日において有効な行使価額を下回る場合には、行使価額

は当該払込金額又は取得価額等と同額に調整される。但し、当社又

は当社の子会社の取締役その他の役員又は従業員に対してインセン

ティブとして、新株予約権、株式又はその他の証券若しくは権利を

割り当てる場合には適用されないものとする。

(6) 本項第(5)号により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

①　当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式

を処分する場合(但し、無償割当て又は株式の分割による場合、新

株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取

得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式

の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する

場合、及び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普

通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とする。)の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分

につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。

②　当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付され

たものを含む。)を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以

降又は(無償割当ての場合は)効力発生日の翌日以降これを適用す

る。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合には、その日の翌日以降これを適用する。
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③　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに当社普通株

式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

④　本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の

発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、本号①及び②にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった

日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対して

は、本項第(2)号⑤に定める算出方法により、当社普通株式を追加

的に交付する。

(7) 本項第(1)号、第(3)号及び第(5)号のうち複数の規定に該当する場

合、調整後行使価額がより低い金額となる規定を適用して行使価額

を調整する。

(8) 本項第(2)号、第(3)号及び第(6)号の行使価額の調整を必要とする場

合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、合併、会社分割、株式交換又は株式交付のために行

使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる

事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。

③　当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割

当てのために行使価額の調整を必要とするとき。

④　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事

由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につ

き、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(9) 本項第(1)号乃至第(8)号により行使価額の調整を行うときは、当社

は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前の行使価

額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を本新

株予約権者に通知する。但し、適用開始日の前日までに上記の通知

を行うことができないときは、適用開始日以降速やかにこれを行

う。

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額の総額

金2,500,001,564円

(注)　全ての第48回新株予約権が行使されたと仮定して算出された金額で

あり、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項により、行

使価額が調整された場合には、新株予約権の行使により株式を発行

する場合の発行価額の総額は増加又は減少する可能性がある。ま

た、新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権

の割当を受けた者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新

株予約権を消却した場合には、当該金額は減少する。
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(中略)

 

新株予約権の行使期間

第48回新株予約権者は、2026年９月１日から2031年８月31日(但し、別記

「新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄に従って当社が第48回新株

予約権の全部を取得する場合には、当社による取得の効力発生日の前銀行

営業日)までの間(以下「行使期間」という。)、いつでも、第48回新株予約

権を行使することができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない

場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本

新株予約権は行使できないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとす

る。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準

日をいう。)及びその前銀行営業日

(2) 振替機関が必要であると認めた日

(3) 組織再編行為をするために第48回新株予約権の行使の停止が必要で

あると当社が合理的に判断した場合は、それらの組織再編行為の効

力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定す

る期間中は、第48回新株予約権を行使することはできない。この場

合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ第48回新株予約権者

に通知する。
 

 
(後略)
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３ 【新規発行新株予約権付社債(第２回無担保転換社債型新株予約権付社債)】

(前略)

(新株予約権付社債に関する事項)

(前略)

新株予約権の行使時の払込金額

１　本転換社債新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその

価額又はその算定方法

(1) 本転換社債新株予約権１個の行使に際し、当該本転換社債新株予約

権が付された各本社債を出資するものとする。

(2) 本転換社債新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額

は、各本社債の金額と同額とする。

２　転換価額

各本転換社債新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算

定するにあたり用いられる価額(以下「転換価額」という。)は、43.5

円とする。なお、転換価額は次項第(1)号乃至第(9)号に定めるところ

に従い調整されることがある。

３　転換価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本欄第３項第(2)号に掲げる

各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更

を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等に

よる転換価額調整式」という。)により転換価額を調整する。

     
既発行

普通株式数

 
＋

発行又は

処分株式数
×
１株当たりの発

行又は処分価額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

(2) 新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。但し、当社又は当社の子会社の取

締役その他の役員又は使用人に、インセンティブとして、新株予約

権、株式又はその他の証券若しくは権利を割り当てる場合を除く。

①　時価(本項第(5)号に定義される。以下同じ。)を下回る払込金額を

もって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普

通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、新

株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取

得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式

の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する

場合、及び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普

通株式を交付する場合を除く。)

調整後転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)

の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降

これを適用する。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを

適用する。
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③　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取

得請求権付株式を発行する場合又は時価を下回る価額をもって当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付

されたものを含む。)発行又は付与する場合

調整後転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又

は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして新

株発行等による転換価額調整式を適用して算出するものとし、払

込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新

株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以降又は(無償割当ての

場合は)効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の

翌日以降これを適用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株　

予約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに時価を下

回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　上記①乃至④の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の

発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、上記①乃至④にかかわらず、調

整後転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった

日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権を有する者(以

下「本新株予約権者」という。)に対しては、次の算出方法によ

り、当社普通株式を交付する。

 
交付普通

株式数

 
＝

(
調整前

転換価額
－
調整後

転換価額
)×
調整前転換価額により当該期

間内に交付された普通株式数

調整後転換価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金

による調整は行わない。

(3) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記第(4)号に定める特別配

当の支払いを実施する場合には、次に定める算式(以下「特別配当に

よる転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額調整式と

併せて「転換価額調整式」という。)をもって転換価額を調整する。

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×
時価－１株当たりの特別配当

時価
 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る

当該事業年度の最終の基準日における各本社債の金額(金50,000,000

円)当たりの本転換社債新株予約権の目的となる株式の数で除した金

額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第

２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

(4) ①　「特別配当」とは、2031年８月30日までの間に終了する各事業

年度内に到来する配当に係る各基準日につき、当社普通株式１

株当たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規

定により支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とする

剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額と

する。)の額に当該基準日時点における各本社債の金額(金

50,000,000円)当たりの本転換社債型新株予約権の目的である株

式の数を乗じて得た金額の当該事業年度における累計額をい

う。

②　特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最

終の基準日に係る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の

配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用す

る。
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(5) ①　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算

出し、小数第２位を切り捨てる。

②　転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額

調整式の場合は調整後転換価額を適用する日(但し、本項第(2)

号④の場合は基準日)又は特別配当による転換価額調整式の場合

は当該事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日目

に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を切り捨てる。

③　新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行普通株式数

は、株主に株式の割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合にはその日、また、かかる基準日がない場合は、調整

後転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済

普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の

数を控除した数とし、当該転換価額の調整前に本欄第３項第(2)

号又は本項第(6)号に基づき交付されたものとみなされた当社普

通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた

数とする。また、当社普通株式の株式分割が行われる場合に

は、新株発行等による転換価額調整式で使用する発行又は処分

株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当

てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

④　転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額と

の差額が１円未満にとどまるときは、転換価額の調整は行わな

いこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が

発生し転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前

転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差し引いた

額を使用するものとする。

(6) 本新株予約権付社債の発行後、本項第(7)号に掲げる各事由により当

社の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある

場合で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保有する当社普通株

式の処分における払込金額(本項第(7)号(ⅱ)の場合は、取得請求権

付株式に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発行条件に従い行

使する場合の当社普通株式１株当たりの対価、本項第(7)号(ⅲ)の場

合は、取得条項付株式又は取得条項付新株予約権を取得した場合の

当社普通株式１株当たりの対価(総称して、以下「取得価額等」とい

う。)をいう。)が、本項第(7)号において調整後転換価額の適用開始

日として定める日において有効な転換価額を下回る場合には、転換

価額は当該払込金額又は取得価額等と同額に調整される。但し、当

社又は当社の子会社の取締役その他の役員又は従業員に対してス

トック・オプション目的で発行される当社普通株式を目的とする新

株予約権には適用されないものとする。

(7) 本項第(6)号により転換価額の調整を行う場合及び調整後転換価額の

適用時期については、次に定めるところによる。但し、当社又は当

社の子会社の取締役その他の役員又は使用人に、インセンティブと

して、新株予約権、株式又はその他の証券若しくは権利を割り当て

る場合には適用されないものとする。

(ⅰ)当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式

を処分する場合(但し、無償割当て又は株式の分割による場合、新

株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取

得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式

の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する

場合、及び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普

通株式を交付する場合を除く。)

調整後転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とする。)の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分

につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。
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(ⅱ)当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付され

たものを含む。)を発行又は付与する場合

調整後転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以

降、又は(無償割当ての場合は)効力発生日の翌日以降これを適用

する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ)当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに当社普通株

式を交付する場合

(ⅳ)本号(ⅰ)及び(ⅱ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効

力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機

関の承認を条件としているときには、本号(ⅰ)及び(ⅱ)にかかわ

らず、調整後転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを

適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認が

あった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対

しては、本項第(2)号⑤に定める算出方法により、当社普通株式を

追加的に交付する。

(8) 本欄第(1)号、第(3)号及び第(6)号のうち複数の規定に該当する場

合、調整後転換価額がより低い金額となる規定を適用して転換価額

を調整する。

(9) 本欄第(2)号、第(3)号及び第(7)号の転換価額の調整を必要とする場

合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権付社債権

者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。

(ⅰ)株式の併合、合併、会社分割、株式交換又は株式交付のために転

換価額の調整を必要とするとき。

(ⅱ)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる

事由の発生により転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅲ)当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割

当てのために転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅳ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事

由に基づく調整後の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につ

き、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(10)本項第(1)号乃至第(9)号により転換価額の調整を行うときは、当社

は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株

予約権付社債権者に通知する。但し、適用開始日の前日までに上記

の通知を行うことができないときは、適用開始日以降速やかにこれ

を行う。
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(中略)

 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額

１　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本転換社債新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株

式１株の発行価格(会社法上の本転換社債新株予約権の行使に際してす

る出資の目的となる財産の１株当たりの価額)は、行使された本転換社

債新株予約権に係る本社債の金額の総額を、別記「新株予約権の目的

となる株式の数」欄記載の本転換社債新株予約権の目的である株式の

数で除して得られる金額となる。

２　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

(1) 本転換社債新株予約権の行使により株式を発行する場合において増

加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 本転換社債新株予約権の行使により株式を発行する場合において増

加する資本準備金の額は、上記第(1)号記載の資本金等増加限度額か

ら上記第(1)号に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間

本転換社債新株予約権の新株予約権者は、2026年９月１日から2031年８月

31日(別記「償還の方法」欄第２項①乃至⑥に定めるところにより、本社債

が繰上償還される場合には、当該償還日の２銀行営業日前)までの間(以下

「行使期間」という。)、いつでも、本転換社債新株予約権を行使すること

ができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀

行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本転換社債新株予約

権は行使できないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については、本転換社債新株予約権を行使

することができない。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準日

をいう。)及びその前銀行営業日

(2) 振替機関が必要であると認めた日

(3) 組織再編行為をするために本転換社債新株予約権の行使の停止が必要

である場合であると当社が合理的に判断した場合は、それらの組織再

編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社

が指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできない。この

場合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ本新株予約権付社債

権者に通知する。
 

 

(後略)
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５ 【新規発行による手取金の使途】

(2) 【手取金の使途】

(前略)

 

＜直近の資金調達及び調達資金の充当の状況＞

当社は、2025年11月７日付「第46回新株予約権(行使価額修正条項付)の発行に関するお知らせ」に記載のとお

り、2025年11月25日を割当日として第46回新株予約権を第三者割当により発行しました。当該第三者割当は、(ⅰ)

慢性動脈閉塞症のHGF遺伝子治療薬のグローバルでの製品価値最大化のための研究開発費用(発行時における調達予

定資金の額3,087百万円)、(ⅱ)ACRLの検査受託事業拡大費用(発行時における調達予定資金の額590百万円)、(ⅲ)

Emendo社の研究開発拠点移転費用(発行時における調達予定資金の額1,000百万円)、(ⅳ)その他の研究開発費を含む

運転資金(発行時における調達予定資金の額2,244百万円)の各使途に係る資金を調達することを目的としておりまし

た。しかしながら、本日付「第46回新株予約権(行使価額修正条項付)の取得及び消却、無担保私募債ファシリ

ティー(リボルビング型)総額引受契約の終了、第２回無担保社債(私募債)の償還、第三者割当による第47回新株予

約権(行使価額修正条項付)、第48回新株予約権及び第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行並びにグロー

スパートナーズ株式会社との事業提携契約の締結に関するお知らせ」に記載のとおり、当社は、2026年９月15日時

点で残存する第46回新株予約権を2026年９月15日付で全て取得し消却する予定です。

これに伴い、当社は、第46回新株予約権の調達資金の具体的な使途、資金使途への充当金額及び支出予定時期に

つき変更を行い、下記の表に記載のとおりといたしました。なお、2026年２月24日付「第46回新株予約権発行に係

る資金使途の一部変更に関するお知らせ」において、すでに一度第46回新株予約権の発行及びその行使により調達

する資金の具体的な使途及び支出予定時期につき変更を行っているところ、同プレスリリースに記載の内容からの

変更部分に下線を付して表示しています。

 

(後略)
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容

③　本新株予約権付社債

当社は、本新株予約権付社債の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の本引受契約に定められる諸条

件を考慮した本新株予約権付社債の価値評価を第三者算定機関である赤坂国際会計に依頼しました。赤坂国際会

計は、本新株予約権付社債の発行要項及び本引受契約に定められる諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルで

あるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日(2026年８月13日)の市場環境を考慮し、当社の

株価(発行決議日直前取引日の東証終値)、ボラティリティ(51.3％)、予定配当額(０円/株)、無リスク利子率

(2.1％)、クレジットスプレッド(0.4～1.0％)等について一定の前提を置き、かつ、割当予定先の権利行使行動に

ついて一定の前提を仮定した上で、株式市場での売買出来高(流動性)を反映して、本新株予約権付社債の評価を

実施しました。

当社は、本新株予約権付社債の特徴、当社の置かれた事業環境及び財務状況を総合的に勘案した結果、本新株

予約権付社債の発行価額を各本社債の金額100円につき金100円とすることを決定しております。当社は、本新株

予約権付社債の発行価額が赤坂国際会計の算定した価値評価額(各社債の金額100円につき金98.4円から金100.0

円)の範囲内であり、本社債に新株予約権を付すことにより当社が得ることのできる経済的利益すなわち新株予約

権の実質的な対価と新株予約権の公正な価値とを比較し、新株予約権の実質的な対価(社債額面100円当たり6.8円

から9.5円)が新株予約権の公正な価値(社債額面100円当たり4.2円)に概ね見合っていることから、本新株予約権

付社債の発行条件は合理的であり、本新株予約権付社債の発行が有利発行に該当しないものと判断いたしまし

た。

本新株予約権付社債の転換価額については、当社の財政状態及び経営状態に鑑み、割当予定先と協議の結果、

発行決議日直前取引日までの直前１か月間の東証における当社普通株式の終値の平均値(48.3円)の90％に相当す

る金額としています。この転換価額は、発行決議日の直前取引日の東証終値である50円に対して13.00％のディス

カウントとなります。当社は、遺伝子医薬を中心とした研究開発型バイオ企業として、HGF遺伝子治療用製品をは

じめとする研究開発を中長期にわたり継続的に推進していく必要があり、研究開発の進捗に応じて継続的に資金

需要が生じるため、安定的な資金調達手段の確保が重要であると考えております。このような当社の事業及び資

金調達の特性を踏まえると、本新株予約権付社債について一定の転換可能性を確保し、将来的な資金調達手段と

して実効性のあるものとする必要がある一方、既存株主の利益にも十分配慮する必要があると考え、GPファンド

との間で転換価額の水準について協議を行いました。まず、基準となる価格について、当該直前取引日の終値で

はなく、当該平均値を採用した理由は、安定した資金基盤の確保が当社にとっての重要な課題となっている中

で、中長期的に研究開発を進める当社においては、資金調達の実現可能性及び資金調達額の予見可能性を重視す

る必要があるところ、地政学リスク等により足元の株式市場全般におけるボラティリティの高まりとあいまっ

て、当社の株価のボラティリティも高い水準にあることに鑑みると、短期的な株価変動の影響を受けやすい特定

時点の株価ではなく、一定期間の平均株価を基準とすることが当社の資金需要及び資金調達の実態に照らして合

理的であると考えたためです。また、当社株式の出来高と本新株予約権付社債の対象株式数を踏まえると、本新

株予約権付社債が今後長期に亘って転換される可能性があるものであることを踏まえ、一時点の株価ではなく、

一定期間の平均株価という平準化された値を基準に考えることが適切であると考えたため、上記平均値を基準と

して採用することが合理的と考えております。算定期間を直近１か月としたのは、直近３か月、直近６か月と比

較して、より直近の一定期間を採用することが、現時点における当社株式の価値を反映するものとして合理的で

あると判断したためであり、GPファンドと協議の上決定いたしました。さらに、発行決議日直前取引日までの直

前１か月間の東証における当社普通株式の終値の平均値を基準とした上で、当社株式の出来高と本新株予約権付

社債の対象株式数を踏まえると、本新株予約権付社債が今後長期に亘って転換される可能性があるものであるこ

とを考慮し、GPファンドと協議を行った結果、当該平均値から10％のディスカウントを付した43.5円を本新株予

約権付社債の転換価額とすることに合意しました。
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また、当社監査役３名(全て社外監査役)全員も、赤坂国際会計は当社と顧問契約関係になく、当社経営陣から

一定程度独立していると認められること、赤坂国際会計は割当予定先から独立した立場で評価を行っているこ

と、赤坂国際会計による本新株予約権付社債の価格の評価については、その算定過程及び前提条件等に関して赤

坂国際会計から説明又は提出を受けたデータ・資料に照らし、当該評価は合理的なものであると判断できること

に加え、本新株予約権付社債に含まれる新株予約権の実質的な対価は公正価値に概ね見合っていることから、割

当予定先に特に有利でなく適法であるとの意見を表明しております。

 

(後略)

 
６ 【大規模な第三者割当の必要性】

(3) 大規模な第三者割当を行うことについての判断の過程

 

(前略)

 

(本第三者委員会の意見の概要)

(意見)

当委員会は、慎重に検討した結果、全員一致で、本第三者割当に必要性・相当性が認められるとの結論に至っ

た。以下、理由及び検討内容を述べる。

 

(理由)

１．本第三者割当の必要性

 
(中略)

 

(2) 具体的な資金使途

本プレスリリース及び当委員会の質問に対する貴社の担当者からの回答等に基づき、本件資金調達により

貴社が調達する金額合計8,196,132,315円(差引手取概算額)の具体的な資金使途をまとめると以下のとおりで

ある。なお、かかる資金調達の額は、本新株予約権の払込金額の総額、本新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額及び本新株予約権付社債の払込金額の総額を合算した額から、本第三者割当に係る

諸費用の概算額を差し引いた金額であり、「２．本第三者割当の相当性　(1) 資金調達方法の選択理由」に

従い行使価額が修正される前の当初の行使価額で全ての本新株予約権及び本新株予約権付社債が行使された

ことを仮定した場合の金額である。行使価額が修正又は調整された場合は、資金調達の額は増加又は減少す

る可能性がある。
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(中略)

 
２．本第三者割当の相当性

(1) 資金調達方法の選択理由

 
(中略)

 

譲渡制限及び行使数
量制限の内容

貴社は、割当予定先との間で、東証の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同規程施
行規則第436条第１項乃至第５項の定めに基づき、MSCB等の買受人による転換又は行使を制
限する措置を講じるため、以下の行使数量制限が規定された本新規発行証券に係る引受契
約(以下「本引受契約」という。)を締結する予定である。
・　貴社は所定の適用除外の場合を除き、第47回新株予約権の行使をしようとする日を含
む暦月において当該行使により取得することとなる株式数が、2026年８月31日におけ
る貴社上場株式数の10％を超えることとなる場合における当該10％を超える部分に係
る本新株予約権の行使(以下「本新株予約権制限超過行使」という。)を割当予定先に
行わせない。

・　割当予定先は、上記所定の適用除外の場合を除き、本新株予約権制限超過行使を行う
ことができない。

・　割当予定先は、第47回新株予約権の行使にあたって、あらかじめ、当該行使が本新株
予約権制限超過行使に該当しないことを貴社に確認する。

・　割当予定先は、第47回新株予約権を譲渡する場合には、あらかじめ譲渡先となる者に
対して、①貴社との間で本新株予約権制限超過行使に係る内容を約束させ、また、②
譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合に当該第三者をして貴社との間で同様
の内容を合意させることを約束させる。

 

 
(後略)
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